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凡 例

１ 各統計は、平成２７年１月１日から同年１２月３１日までの状況を海上保安庁の業務資料に基づ

いて作成したものである。

２ 海上保安（監）部署名のうち、左上寄りに記載されたものは海上保安（監）部、海上保安航空基

地、その右下に記載されたものは、それぞれ当該海上保安（監）部に所属する海上保安署・分室を

示す。

３ 海上保安（監）部欄と所属の海上保安署欄に記載された実績等を示す計数は、それぞれ別掲であ

る。

４ 国名中（ ）を付したものは、平成２７年末において、我が国が国家承認していないことを示す。

５ 第一部 警備統計において

(１) 罪種区分の分類は、次の基準による。

海事関係法令 ア 船舶法関係法令 － 船舶法、小型船舶の登録等に関する法律、小型漁船

の総トン数の測度に関する政令、漁船法

イ 船舶安全法関係法令 － 船舶安全法、同法施行規則、危険物船舶運送及

び貯蔵規則

ウ 船員法

工 船舶職員及び小型船舶操縦者法

オ 港則法（第２４条を除く。）

カ 海上交通安全法

キ その他 － 海上運送法、内航海運業法、港湾運送事業法、航路標識法、

港湾法、水先法、昭和２０年勅令第５４２号ポツダム宣言ノ受諾ニ伴ヒ発ス

ル命令ニ関スル件ニ基ク航海ノ制限等ニ関スル件（昭和２０年運輪省令第４

０号）、漁港漁場整備法（ただし、第３９条第１項のうち汚水の放流及び汚

物の放棄に関する規定及び同条第５項第２号を除く。）、海岸法（ただし、第

８条の２第１項第２号及び第３号並びに第３７条の６第２号及び第３号を除

く。）

漁業関係法令 漁業法、水産資源保護法、臘虎膃肭獣猟獲取締法、外国人漁業の規制に関す

る法律、その他の漁業関係法令（都道府県漁業調整規則にあっては、有害物の

遺棄又は漏せつの禁止の条項を除く。）

出入国関係法令 出入国管理及び難民認定法、外国人登録法

銃器･薬物関係法令 次に掲げる銃器関係法令及び薬物関係法令をあわせた法令をいう。

ア 銃砲刀剣類所持等取締法、火薬類取締法

イ 覚せい剤取締法、麻薬及び向精神薬取締法、あへん法、大麻取締法、

国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を

図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律、刑法（第

２編第１４章に限る。）



海上環境関係法令 次に掲げる海上公害関係法令とその他の海上環境関係法令をあわせた法

令をいう。

ア 海上公害関係法令 － 人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法

律、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律、港則法（第２４条に

限る。）、都道府県漁業調整規則（有害物の遺棄又は漏せつの禁止の条項

に限る。）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、水質汚濁防止法、港則

法（第３７条の３第１項及び第５６条の２第１項に限る。）、漁港漁場整

備法（第３９条第５項第２号に限る。）、その他の海上公害関係法令

イ その他の海上環境関係法令 － 自然公園法、自然環境保全法、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律、海岸法（第８条の２第１項第３

号及び第３７条の６第１項第３号に限る。）、絶滅のおそれのある野生動

植物の種の保存に関する法律

その他の法令 刑法及び上掲各関係法令を除いた法令

(２) 件数は、原則として被疑者が数罪を犯している場合は、その罪の数とし、人員は各被疑者が

主目的として犯した罪又は最も重い罪（罪の軽重比較困難なときは犯情による。）につき計上し

た。

(３) 船舶の用途区分は、次のとおりである。

旅客船 海上運送法に定める旅客定期及び旅客不定期航路事業の用に供する船舶（カーフェリ

ーを除く。）をいう。

カーフェリー 旅客船であって、自動車を輸送する設備を有する船舶をいう。

貨物船 もっぱら貨物の輸送に従事する船舶（海上運送法に定める自動車航走貨物定期航路事

業の用に供する船舶を含む。）をいう。

タンカー 貨物積載のためのタンク構造を有する船舶であって原油・重油・潤滑油・軽油等の

油類又は、ＬＰＧ・ＬＮＧ等の液化ガス等の引火性の液体及びガスを運搬するものを

いい、タンク船・はしけをも含む。

廃棄物排出船 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第１１条の規定により、海上保安

庁長官の登録を受けた船舶をいう。

小型船舶 プレジャーモーターボート、遊漁船（遊漁船業の適正化に関する法律第２条第２項

に定める船舶をいう。）・瀬渡船、その他の小型船舶をいう。

漁船 漁船法第２条第１項第１号から第４号までに掲げる船舶をいう。

その他 上記以外の船舶をいう。

６ 第二部 救難統計において

(１) 要救助海難とは、海上において次の事態が生じた場合で、事態発生当時救助を必要としたと

認められるものをいう。

ア 船舶の衝突、乗揚げ、火災、爆発、浸水、転覆、行方不明

イ 船舶の機関、推進器、舵の損傷、その他船舶の損傷

ウ 船舶の安全が阻害された事態

(２) 外国船舶については、日本周辺海域において発生したものについてのみ調査した。



(３) 人身事故とは、海上又は海中における次の各号に掲げるものをいう。

ア 船舶海難によらない乗船者の海中転落、負傷、病気、傷害、中毒等の事故

イ 海浜等において発生した乗船者以外の者の遊泳中、作業中、磯釣中等の事故

７ 第三部 港務統計において

特定港とは、きっ水の深い船舶が出入りできる港又は外国船舶が常時出入する港であって、港則

法施行令別表第二に掲げる港をいう。

８ 第四部 通航統計において

管制船舶とは、海上交通安全法の航路を航行しようとするときに、あらかじめ通報が義務付けら

れている船舶であって、同法第２２条に掲げる船舶をいう。

９ 第五部 海洋汚染統計において

(１) 海洋汚染発生確認件数は、我が国周辺海域において、海上保安庁が確認した海洋汚染の件数

である。

(２) ア 油とは、鉱物性油及び動植物油脂に係るすべての油（有害液体物質等を除く。）をいう。

イ 有害液体物質等とは、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第３条第５号に定める

有害液体物質等及び同法第３８条第１項第４号に定める通報義務の係る容器入り有害物質を

いう。

ウ 廃棄物とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項にいう廃棄物（廃油を除く。）

及び海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第３条第６号にいう廃棄物をいう。

エ その他とは、工場排水等をいう。

１０ 第六部 水路統計において

(１) 水路通報等実施件数とは、水路通報及び航行警報を船舶等に対し提供した件数をいう。

(２) 航行援助情報とは、船舶交通の安全及び船舶の運航能率の増進のために必要な情報をいう。

(３) 水路図誌等刊行状況は、水路図誌及び航空図誌を種類別に分けた新刊・改版等の件数及び印

刷枚数を示したものである。

※インターネットでの提供について

海上保安統計年報は、海上保安庁のインターネットホームページでの提供が行われている。URL

は、http://www.kaiho.mlit.go.jp/info/tokei/index.htmである。
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